
栃木市人事行政の運営等の状況（平成21年度）

　栃木市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、平成21年度の栃木市の人事行政運営
等の状況について、次のとおり公表します。
　なお、本市は平成22年3月29日に１市３町（栃木市・大平町・藤岡町・都賀町）が合併し誕生いたし
ました。

１　職員の任免及び職員数に関する状況
(1)　職員の任用状況

①採用試験の状況（１市３町の平成21年度実施分最終合格者数）

１４人

②採用の状況

※ 採用者数は、平成２１年４月２日から平成２２年４月１日までに採用された者です。

※ 選考採用は、職務の特殊性などにより競争試験が馴染まないため選考により

　 採用された者で、教育職などの専門職が該当します。 

(2)　職員の離職状況
（平成２１年度実績）

(3)　部門別職員数の状況と主な増減理由
（単位：人）

※ 平成２１年度は１市３町を合算した数値です。
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２　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況
(1)　人件費の状況（普通会計決算）

(2)　職員給与費の状況（普通会計予算）

※1．職員手当には、退職手当を含みません。

　　　2．給与費は、当初予算計上額です。

(3)　職員の平均給料月額及び平均年齢
（平成２２年４月１日現在）

※1．一般行政職とは、戸籍、年金等の受付や福祉、経理等の業務に従事する事務職員と　　　　　　　

 土木建築等の設計監理業務などに従事する技術職員です。

　2．技能労務職とは、自動車運転手、清掃作業員、道路補修作業員や給食調理員などです。

(4)　職員の初任給の状況
（平成２２年４月１日現在）

※一般行政職には行政職給料表が、技能労務職には技能労務職給料表が適用され、異なった

　　給与体系になっています。

(5)　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
（平成２２年４月１日現在）

※経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいい

    ます。 　

(6)　一般行政職の級別職員数の状況
（平成２２年４月１日現在）
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(7)　職員手当の状況　
（平成２２年４月１日現在）

支給対象者

(1) 配偶者

(2) 満22歳に達する日以後の最初の３月31日

　　までの間にある子、孫及び弟妹

(3) 満60歳以上の父母及び祖父母

(4) 重度心身障がい者

支給額（月額）

支給対象者

住宅を借り受け、月額12,000円を超える

家賃を支払っている職員

支給額（月額）

支給対象者

(1)交通機関等を利用する職員

(2)自動車等を使用する職員

支給額（月額）

支給対象者

行政職給料表６級以上の職員

支給額（月額）

※　上記の額は、特例により１５％減じたものです。

　著しく危険、不快、不健康、困難な勤務その他特殊な
　勤務に従事する職員に支給

・感染症等防疫作業　１日　500円
・行路死人収容　１回 6,000円
・災害応急作業　１日　 500円
・動物死体処理　１日 　500円

　正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給

・勤務日における時間外勤務１時間につき

当該職員の時間単価×125／100

・週休日における時間外勤務１時間につき

当該職員の時間単価×135／100

・午後10時から翌日の午前５時までの間である場合は、

　その割合に100分の25を加算した割合

1人につき6,500円

13,000円

課長補佐

部　長

課　長

27,000円以内

手当の種類

扶養手当

支給額等

配 偶 者

配偶者以外

職員に配偶者がない場合は、
そのうち１人目について

時間外勤務手当

特殊勤務手当

住居手当

管理職手当

借　家

交通機関等利用

自動車等使用
（通勤距離に応じ）

通勤手当

1人につき満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子 5,000円加算

11,000円

55,000円以内

44,200円

33,745円

2,000円から

24,500円まで

62,730円



支給額（１回）

4,200円

勤勉手当の支給月数（管理監督職を除く）は、　　

成績標準者に係るものです。

（職制上の段階、職務の級等による加算措置有）　　

定年前早期退職特例措置として、

2～20％の加算があります。

(8)  特別職の報酬等　

(9)　勤務時間の状況
一般的な職場 （平成２２年４月１日現在）

３８時間４５分
勤務時間 午前８時３０分～午後５時１５分
休憩時間 午後０時～午後１時

(10)　特別休暇等の状況
（平成２２年４月１日現在）

議員

報酬等月額

102万円

84万円

53.5万円

46.5万円

42.0万円

市長

副市長

議長

区分

期末手当
期末手当
勤勉手当

1.25月分

30.55月分

　６月期

勤続20年

勤続年数
退職手当

１２月期

0.70月分

宿日直手当

勤勉手当 計

33.50月分

47.50月分

1.95月分

59.28月分

2.75月分

2.20月分0.70月分

勤続25年

最高限度額

1.40月分 4.15月分計

59.28月分 59.28月分

副議長

有給

支給率

1.50月分

23.50月分

41.34月分

自己都合 勧奨・定年

有給

１週間の勤務時間

有給

有給

有給

有給

有給

正規の通勤時間の始め又は終わりにおいて、
１日を通じて１時間以内

勤続35年

有給

有給

妊娠２３週まで　 …４週間に１回
妊娠２４週～３５週　 …２週間に１回
妊娠３６週～出産まで …１週間に１回で、
その都度必要と認める期間

必要と認められる期間（２日以内）

公民権行使のための休暇

証人等として官公署へ出頭するた
めの休暇

骨髄液提供のための休暇

ボランティア休暇

結婚休暇

生理休暇

妊娠中の健康診査のための休暇

妊娠中の通勤緩和のための休暇

出産予定休暇 （産前休暇）

休暇の種類 有給・無給の別

出産予定日前６週間（多胎妊娠の場合１４週
間）目に当たる日から出産日までの期間

休暇日数等

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

１年度につき５日以内

連続する５日の範囲内の期間



３　職員の分限処分及び懲戒処分の状況
(1)　分限処分

（平成２１年度）

降任 免職 休職 降給 計
0 0 11 0 11

※分限処分とは、公務の能率の維持やその適正な運営の確保の目的から、
　勤務実績不良、心身の故障等のため職責を十分に果たせない等の場合に
　職員の意に反して行う処分です。

(2)　懲戒処分
（平成２１年度）

戒告 減給 停職 免職 計
0 0 0 0 0

※懲戒処分とは、公務員としてふさわしくない非行がある場合に、職員の
　一定の義務違反に対する道義的責任を問い、公務における規律と秩序を
　維持することを目的とした処分です。

必要と認められる期間

２週間以上介護を必要とする一の継続する状
態ごとに連続する６月以内の期間

処分者数（人）
区分

区分

介護休暇

７日の範囲内で必要と認められる期間

出産の日の翌日から８週間を経過する日まで
の期間

有給

１年度の７月から９月までの期間内で６日以
内

病気休暇

処分者数（人）

親族に応じての連続する日数（１日から７日
まで）の範囲内の期間

１日の範囲内の期間

有給

有給

有給

１日２回、１回３０分又は
１日１回、６０分以内の期間

出産のために入院する等の日から出産の日後
２週間を経過する日の期間内における２日以
内

配偶者の出産予定日前６週間（多胎妊娠の場
合１４週間）から出産日の翌日から８週間ま
での期間内において５日以内

１年度につき５日の範囲内の期間

必要と認められる期間

公務上の負傷等及び結核性疾患は１年以内、
その他は９０日（規則で定める負傷又は疾病
にあっては、１８０日）以内の期間

出産休暇（産後休暇）

生後１年までの子の保育のための
休暇

配偶者の出産休暇

子の養育のための休暇

小学校未就学の子の看護のための
休暇

忌引休暇

父母の法要休暇

夏季休暇

災害時の復旧作業等の休暇

災害時又は交通機関の事故等の休
暇

災害時の身体の危険回避の休暇

有給

無給

有給

有給

有給

有給

有給

有給

有給



４　職員の服務の状況
(1)　地方公務員服務規律の概要

（服務の原則）
　職員は、市民全体の奉仕者として公務を民主的かつ能率的に運営すべき責務を深く
自覚し、法令、条例、規則その他規程及び上司の職務上の命令に従い、誠実かつ公正
に職務を遂行しなければならない。

(2)　年次有給休暇の取得状況
（平成２１年度）

(3)　育児休業等の状況
（平成２１年度）

※（　）内は、育児休業取得者のうち平成21年度新規取得者数です。

５　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
研修の実施状況

（平成２１年度）

14

広域自主研修

市町村広域研修

派遣研修
日本経営協会
市町村アカデミー

栃木県

栃木地区職員研
修協議会

31
4
3

20
12
10
31

27
25
20
19

22
27
21
26

行政管理講座
専門実務研修課程等　３講座

管理監督者研修　１１講座

204
4

30
80

31
29

７２８人

栃木県市町村職
員研修協議会 一般職員研修　２講座

政策課題立案研修
政策形成研修
折衝・交渉力研修
ＪＳＴ（基本コース）
マネジメント研修
経営管理研修

県・市町村職員合同研修　４講座

26
32

196
66

男性職員

問題解決研修

８.５日

3（0）人

0（0）人
女性職員

計 23（10）人

ディベート講座

0（0）人
育児休業

行政法講座

9
11

新採用職員研修　    
初級職員特別研修

区　　　分

単独自主研修

新採用職員研修

部分休業

接遇研修
初級職員研修

交通安全研修

旧栃木市

旧藤岡町

平均使用日数

16
20

旧大平町

3（0）人23（10）人

技能労務職員研修
人事評価研修

研修実施者 研　　　　修　　　　名 受講者数(人)

19

対象職員数

153

新採用職員接遇研修
メンタルヘルス研修
町政セミナー
人権研修 69

新任係長研修
新任課長級研修
財務事務研修
人権問題研修

業務効率化研修
民法講座

メンタルヘルス研修



６　職員の福祉及び利益の保護の状況
(1)　職員の健康保持増進対策

(2)　職員福祉のための独自の制度の概要
①　栃木市職員厚生会の状況（旧栃木市） (会員数：596名）

　　

主な事業
〇　給付事業（慶弔金や見舞金の給付）
〇　厚生事業（主なものとしては、スポーツ観戦・芸術鑑賞助成）
〇　健康増進事業（人間ドック助成等）
〇　貸付事業

②　都賀町職員互助会の状況（旧都賀町） (会員数：142名）（臨時職員・嘱託員を含む）

主な事業
〇　体育助成
〇　職員研修
〇　厚生補助
〇　慶弔金

③　独自事業について
・旧大平町　　香料　　0件

・旧藤岡町

・旧都賀町

(3)　災害補償の実施状況
公務災害補償制度 （平成２１年度）

７　公平委員会の業務の状況
(1)　勤務条件に関する措置の要求の状況

該当なし

(2)　不利益処分に関する不服申立ての状況
該当なし

(3)　職員からの苦情の処理の状況
該当なし

加入団体

事業内容

3,542千円 会員からの掛金・町からの負担金

事業内容 決算額

7,410千円

災害件数 災害の概要
地方公務員災害補償基金栃木県支部 5 創傷、骨折

決算額
県町村会職員保険料 470千円

福利厚生費補助金 454千円
県町村会職員保険料 722千円

市からの負担金（負担金（率）：給料月額の3／1,000）

２１年度事業決算額

２１年度事業決算額
7,407千円 掛金（会員掛金（率）：給料月額の3／1,000）

乳がん･子宮がん検診 266人
人間(脳)ドック 561人

区分 受診者数
一般健康診断 502人


